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議案第５９号 

 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市国民健康保険税条例（平成１４年さぬき市条例第５６号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条の見出しを「（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額）」

に改める。 

第５条の見出しを「（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額）」に改める。 

第５条の２の見出しを「（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平

等割額）」に改め、同条第１号中「第２３条」を「第２３条第１項」に改める。 

第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。 

第１３条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。 

第２３条第１号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改め、同号

ア中「国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額」を「国民健康保険の被保

険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額」に、「１万８，９００円」を「１万９，

６００円」に改め、同号イ中「国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」を

「国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額」に改め、同条第２

号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改め、同号ア中「国民健康

保険の被保険者に係る被保険者均等割額」を「国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額」に、「１万３，５００円」を「１万４，０００円」に

改め、同号イ中「国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」を「国民健康保

険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額」に改め、同条第３号中「第７０

３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改め、同号ア中「国民健康保険の被保険

者に係る被保険者均等割額」を「国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保

険者均等割額」に、「５，４００円」を「５，６００円」に改め、同号イ中「国民

健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」を「国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における

当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該

被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 
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ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ４，２００円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ７，０００円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １１，２００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １４，０００円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める

額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 ９００円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，５００円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，４００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，０００円 

第２３条の２中「前条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前条第１

項第１号」に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に、「次号（及び第

３号）において同じ。）」を「次号及び第３号において同じ。）及び」に改める。 

附則第４項中「第２３条」を「第２３条第１項」に、「同条中」を「同項中」に、

「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改める。 

附則第５項、第６項及び第８項から第１５項までの規定中「第２３条」を「第２

３条第１項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条の２第１号、第１３条第

１項、第２３条の改正規定（同条第１号から第３号までの規定中「第７０３条の

５」を「第７０３条の５第１項」に改める部分及び同条に１項を加える部分に限

る。）及び第２３条の２の改正規定（「前条の」を「前条第１項の」に、「前条

第１号」を「前条第１項第１号」に改める部分に限る。）並びに附則第４項から

第６項まで及び第８項から第１５項までの改正規定は、令和４年４月１日から施

行する。 

（適用区分） 

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後のさぬき

市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の国民健康保険税につ

いて適用し、令和３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例によ

る。 
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議案第６０号 

 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部改正について 

 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年さぬき市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第５３条」を「第５３条・第５４条」に改める。 

第５条第２項から第５項までを削る。 

第７条第２項中「同法」を「同法附則」に改める。 

第３８条第２項を削る。 

第４０条第２項中「同法」を「同法附則」に改める。 

第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条第

４項第１号中「児童福祉法第２４条第３項」の次に「（同法附則第７３条第１項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、同条第５項中「行う者」

を「行う施設」に改める。 

第５３条を第５４条とし、第４章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）により行うことが規定されてい

るものについては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下

同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出につい

ては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交

付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者

の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下「記載事項」という。）を電

子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育

給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交

付し、又は提出したものとみなす。 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護
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者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者の閲覧

に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備えられた当

該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を記録する方法（電

磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあ

っては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルにその旨を記録する方法） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事

項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとすると

きは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者に対し、

その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法に

よる承諾を得なければならない。 

(1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

(2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給付認

定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない旨の

申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２項に規定する

記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該教育・保育

給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得

について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあ

り、及び「書面等に記載すべき事項（以下「記載事項」という）。」とあるのは

「書面による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４

項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付し、又は提出し

た」とあるのは「書面等による同意を得た」と、同項第１号イ及び第２号中「記

載事項」とあるのは「同意に関する事項」と、同項第１号イ中「提供を受ける」

とあるのは「同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」と、同項第

２号中「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中「前項各号」とあるのは

「第６項において準用する前項各号」と、第４項中「第２項の」とあるのは「第

６項において準用する第２項の」と、「記載事項を提供しよう」とあるのは「同
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意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と、

同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項において準用する第２号各号」

と、前項中「前項」とあるのは「次項において準用する前項」と、「提供を受け

ない」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」

とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるもの

とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６１号 

 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正について 

 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を別

紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年さぬき市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第４９条」を「第４９条・第５０条」に改める。 

第６条第１項本文中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３号中「この

号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条第４項第１号中「法第２４条第３

項」の次に「（法附則第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）」を加え、同条第５項中「行う者」を「行う施設」に改める。 

第４９条を第５０条とし、第６章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されているものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６２号 

 

 

さぬき市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 

さぬき市国民健康保険条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市国民健康保険条例（平成１４年さぬき市条例第１２８号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条第１項中「４０万４，０００円」を「４０万８，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前の出産に係るさぬき市国民健康保険条例第６条の規定に

よる出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 
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議案第６３号 

 

 

さぬき市農業集落排水処理施設条例等の一部改正について 

 

 

さぬき市農業集落排水処理施設条例等の一部を別紙のとおり改正することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市農業集落排水処理施設条例等の一部を改正する条例 

 

次に掲げる条例の規定中「第２３１条の２第６項に規定する指定代理納付者」を

「第２３１条の２の３第１項に規定する指定納付受託者」に改める。 

(1) さぬき市農業集落排水処理施設条例（平成１４年さぬき市条例第１５５号）第

１６条第３項 

(2) さぬき市漁業集落排水処理施設条例（平成１４年さぬき市条例第１５６号）第

１６条第３項 

(3) さぬき市下水道条例（平成１４年さぬき市条例第１８４号）第２７条第３項 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月４日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日において現に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年

法律第７号）第６条の規定による改正前の地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２３１条の２第６項の規定よる指定を受けている者に対する改正後のさぬ

き市農業集落排水処理施設条例第１６条、さぬき市漁業集落排水処理施設条例第

１６条及びさぬき市下水道条例第２７条の規定の適用については、当該指定が効

力を有する限りにおいて、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 
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議案第６４号 

 

 

さぬき市ワイン加工施設外１施設の指定管理者の指定について 

 

 

次のとおりさぬき市ワイン加工施設外１施設の指定管理者を指定するため、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決

を求める。 

 

 

令和３年１２月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

 

１ 公の施設の名称 

さぬき市ワイン加工施設 

さぬき市物産センター 

 

２ 指定管理者となる団体 

名 称 株式会社さぬき市ＳＡ公社 

所在地 さぬき市津田町鶴羽９３９番地１ 

 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 


